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株式会社ゲイン

日本の人身取引対策は先進国中で最低
日本人の被害実態を知っている人は２割以下
米国政府『人身取引年次報告書　２０１２』に合わせた緊急意識調査
株式会社ゲイン（本社：東京都港区、代表取締役社長：岡田隆太朗）は、NPOポラリスプロジェクトジャパン（東京都、代表：藤原志帆子）に調査協力を行い、全国20歳～69歳の男女1000名を対象に「人身取引に関する意識調査」を実施いたしましたので、その結果をお知らせいたします。

本調査は、アメリカ政府が世界各国の人身取引の実態をまとめた『人身取引年次報告書2012』の発表に合わせ日本で始めて実施された「人身取引に関する意識調査」となります。
《NPOポラリスプロジェクトジャパンとは》

ポラリスプロジェクトジャパンは、米国と日本で人身取引をなくすために活動する非営利団体です。被害者のために相談支援や、啓発・提言活動を通じて、日本を人身取引問題のない社会にすることを目指し活動を行っています。

ホームページURL：http://www.polarisproject.jp/
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【　調査概要 】
調査方法 

： インターネット調査

調査地域

： 全国

調査対象 

： 1000名

         -性別- 男性500名、女性500名


         -年代- 20代、30代、40代、50代、60代、各200名
調査時期 

： 2012年5月
調査主催機関
： NPOポラリスプロジェクトジャパン
調査実施機関
： 株式会社ゲイン

1） 人身取引についての認知は9割強だが、日本で実際に人身取引が発生していることに対する認知は低い
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人身取引について知っているかたずねたところ、「聞いたことがあり、その内容も知っている」が33.4%、「聞いたことはあるが、内容はよく知らない」が58.4%と、人身取引という犯罪については、91.8%もの人が、認知していることが明らかになっています。
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しかし、本国で人身取引された被害者が日本に送られていることを知っているかたずねたところ、「知っている」、「ある程度知っている」は計34.9%（図表B）にとどまりました。

また、日本国内で、日本人が人身取引（人身売買）の被害にあっていることを知っているかたずねたところ、「知っている」、「ある程度知っている」が計18.７%と、さらに大きく減少しています（図表C）。

人身取引とは、「国境を越える強制移動」、「密入国」と混同されることも多くなりますが、「暴力や脅迫、誘拐、詐欺などの手段で、支配下におかれながら、売春や強制的な労働などを強要されること」を指し、必ずしも国境を越えた移動を伴うものではありません。しかし、これらの結果からも、人身取引は海外で起こる、もしくは外国人が被害者になる犯罪で、日本や日本人には関係がないと考える人が多いことが伺えます。
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自分が住んでいる都道府県に、人身取引の被害者がいることを認識していない人が約66%であり、

周りに被害者がいることに気付けていない現状

自分が住んでいる都道府県に、人身取引の被害者がいると思うか尋ねたところ、「そう思う」が12%、「ややそう思う」が22.2%にとどまり、「あまりそう思わない」、「まったくそう思わない」、「分からない」が計65.8%という結果となりました。
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ポラリスプロジェクトジャパンのホットラインに過去に寄せられた相談、また警察の発表により、全ての都道府県に人身取引の被害者がいることが分かっていますが、一般生活者の多くが、その事実に気づいていないという現状が浮き彫りになっています。
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「人身取引」の認知経路はテレビが60.2%と最も多く、その他、新聞、インターネットなど、

メディアが上位を占める

人身取引について、どこで見聞きしたか聞いたところ、テレビが60.2%と最多となり、次いで、新聞が27.2%、インターネットが26.1%と、マスメディア経由で知った人が多いという結果となりました。
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日本における、具体的な人身取引、また人身取引が発生しやすい問題について、
「深刻」と思う人が7割強～8割

日本で発生する人身取引、また日本人が関わる人身取引は、大きく分けて、A）性的搾取目的の人身取引（※）、B）違法労働目的の人身取引の2つに分けられます。

ここでは、人身取引に分類される、また人身取引が発生しやすい下記の犯罪が、日本においてどの程度深刻だと思うかについて尋ねました。

※18 歳未満の子どもたちが売春やポルノの被害にあった場合は、 強制力がなくても人身取引の被害者となります（国連議定書）

A性的目的の人身取引

· 児童ポルノ
「とても深刻である」が59.0%、「やや深刻である」が26.4%、計85.4%が深刻と認識しています。

実際、日本では、児童ポルノ市場が非常に大きなマーケットとして現在も拡大しており、警察庁による、2010年の日本の児童買春・児童ポルノ禁止法違反事件数は約2,300件と過去最悪です。児童ポルノの保持が違法でないのは、Ｇ８加盟国のうち日本とロシアだけであり、早急な法改正が求められています。



· 援助交際
「とても深刻である」が45.3%、「やや深刻である」が38.3%となり、計83.6%が深刻と認識する結果となりました。

実際、日本で児童買春・児童ポルノ禁止法などで摘発される子どもの性が利用される買春・ポルノ事件は毎年5000件以上となり、大変深刻な問題となっています。

また、少女たちが「自分の意志で、お小遣い稼ぎで行っている」と捉えられがちな援助交際ですが、国連議定書では18 歳未満の子どもたちが売春の被害にあった場合、 強制力がなくても人身取引の被害者となると定められています。『人身取引年次報告書　2012』でも、日本では特に10代の少女が性的人身取引の対象となっていることが指摘され、問題視されています。



· 強制売春
「とても深刻である」が60.1%、「やや深刻である」が25.7%となり、計85.8%が深刻と認識しています。
日本における強制売春の被害者は、外国から連れてこられる女性が多く、日本に取引され労働や売春を強要されています。
また、日本人でも、「虐待から逃れるために助けてくれた人から、性風俗で金を稼げと脅されてきた」という児童や、「加害者にDVを受けた結果、売春やポルノ出演を強要されてきた」という若い女性も少なくありません。



· 海外への買春ツアー
「とても深刻である」が51.4%、「やや深刻である」が29.2%となり、計80.6%が深刻と認識しています。

実際、日本人男性のタイ、カンボジア、フィリピンなどへの買春ツアーはいまだ大変深刻な状況にあり、『人身取引年次報告書　2012』では、「日本は、東南アジアや児童買春ツアー需要の源泉」として、厳しく批判されています。


B違法労働目的の人身取引
· 外国人研修生の強制労働
「とても深刻である」が33.4%、「やや深刻である」が43.4%となり、計76.7%が深刻と認識しています。

被害者は、中国やフィリピンなどから、インターン（研修生）という名目で日本に連れて来て、パスポートを取
り上げ、移動の自由を奪った上で、農場や工場で安い時給（200～300円）で働かせられています。過労死
に至るケースも多く、実施、08年には約30人の死亡者が出ています。

『人身取引年次報告書　2012』でも、外国人研修生の強制労働は深刻な問題として認識されており、日本政府が研修生制度（外国人技能実習制度）において強制労働が存在するという事実を認めていないこと、また被害者からの申し立てに対して対応が十分でないことが指摘されています。

2） 半数以上が、日本の人身取引の対策は充実していないと認識

日本の人身取引対策について尋ねたところ、「あまり充実していない」が34.8%、「まったく充実していない」が17.8%、と、計52.6%が充実していないと考える結果になりました。

実際、日本における人身取引対策は十分とは言えず、米国政府が発表する「人身取引年次報告書」において、日本は12年連続で、先進国として唯一、「最低限の基準を満たしていない国」に位置づけられています。

特に、包括的な人身取引対策法がないことが問題となっており、一日も早い法整備が求められます。



■意識調査結果を受け、ポラリスプロジェクト代表の藤原志帆子のコメント

「日本で人身取引が発生しているということへの認知が低いことには驚きましたが、人身取引が発生する具体的な犯罪（児童ポルノ、強制売春）、また人身取引が起こりやすい犯罪（援助交際、海外への買春ツアー、外国人研修生の強制労働）は既に深刻な問題として認識されていて、その点は評価できると考えます。

人身取引は新しいタイプの犯罪であり、現行の法律で防止し、加害者を処罰し、被害者を保護することは難しくなります。実際に多くの人身取引事件が取り締まられずにいる現状があり、また被害者保護体制が欠如しているため、被害者協力を得られないという事実が、被害の発見・申告を難しくしてしまっています。またこれらの結果、加害者にとっても摘発されるリスクの低い犯罪であることから、被害者を不当な借金漬けにし、売春や不法就労などの罪を犯させ、さらに莫大な利益を手にするという悪循環が発生してしまっています。

そのため、アメリカ、韓国など世界各国で、包括的な人身取引法を作り、防止と被害者保護に努めています。日本は、現在包括的な法律がないことから、一日も早い法整備が求められます」

◆◆会社概要（株式会社ゲイン）◆◆
本社所在地：東京都港区芝公園1-3-8　苔香園ビル6F
代表取締役社長：岡田隆太朗
設立：1991年4月　

資本金：10,440万円

事業内容：インターネットマーケティングリサーチ
URL：http://www.gain-www.com/
運営サイト：Qzoo（http://qzoo.jp/）
◆◆本件に関するお問い合わせ◆◆

-------------------------------------------------------------------------------

E-mail：press＠gain-www.com
広報担当：馬場/古賀　
TEL：03-5776-2821　FAX：03-5776-2822　

データを転載・引用する場合は、Qzooが実施した調査であることを明記して下さい。
-------------------------------------------------------------------------------
＜要　約＞


人身取引の認知度は９割。しかし、国内被害に対する意識は低い。


児童ポルノ・援助交際・強制売春などの問題を深刻と受け止める一方、


半数以上が、日本の人身取引対策は充実していないと認識。


◆人身取引という犯罪を認知している人は9割。海外で人身取引された被害者が日本に送られていることを認識している割合は34.9%。


◆日本国内で日本人が人身取引の被害にあっていることを知っている人はわずか18.7%と低い水準。


◆自分が住んでいる都道府県に被害者がいると認識していない人が66%にのぼる。


◆児童ポルノ、援助交際、強制売春については、いずれも80%以上が深刻さを実感。


◆中国、フィリピンなどからの外国人研修生の強制労働についても7割以上が深刻と認めている。


◆しかし、日本の人身取引対策については半数以上が「充実していない」と認識。米国政府の「人身取引年次報告書」においても、日本は12年連続「最低限の基準を満たしていない国」との位置づけ。





［図表A］あなたは、人身取引について、知っていますか（n=1000/単一回答）





[図表C]あなたは、日本国内で、日本人が人身取引（人身売買）の被害にあっていることを知っていますか（n=1000/単一回答）








［図表B］あなたは、外国で人身取引（人身売買）された被害者が　


日本に送られていることを知っていますか（n=1000/単一回答）





［図表D］あなたのお住まいの都道府県に、人身取引の被害者がいると思いますか（n=1000/単一回答）





［図表E］あなたは、人身取引について、どこで見聞きしましたか（n=1000/複数回答）





［図表F］あなたは、児童ポルノについて、どの程度深刻だと思いますか（n=1000/単数回答）





［図表G］あなたは、援助交際について、どの程度深刻だと思いますか（n=1000/単数回答）





［図表H］あなたは、強制売春について、どの程度深刻だと思いますか（n=1000/単数回答）





［図表I］あなたは、海外への売春ツアーについて、どの程度深刻だと思いますか（n=1000/単数回答）





［図表J］あなたは、違法労働目的の人身取引について、どの程度深刻だと思いますか（n=1000/単数回答）





［図表K］あなたは、日本で、人身取引の被害者保護、加害者処罰、法整備などの対策が、


諸外国と比べてどの程度充実していると思いますか。（n=1000/単数回答）








